別紙１　予算要求資料・事業評価調書

予算要求資料
平成25年度当初予算　　　支出科目　款：総務費　項：企画開発費　目：国際化推進費　　　
	事業名: 飛騨・美濃じまん海外戦略プロジェクト事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　  商工労働部 国際戦略推進課 海外戦略係 電話番号：058-272-1111（内2352）

　　　　            E-mail：c11129@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：12,500千円（前年度予算額：12,500千円）
	要求内容


	１　要求の内容


国内において、人口減少や景気低迷が続き市場の縮小が進む中、海外の有望市場を開拓していくことは不可欠であるという認識のもとに、観光、農産物、地場産品を海外市場に売り込む「飛騨・美濃じまん海外戦略プロジェクト」を展開している。
　平成２５年度も、市町村、民間企業等と協働により、観光、食、モノを一体化させ「ぎふブランド」として戦略的な海外誘客と、農産物や地場産品の輸出促進を目的とした事業を行う。
着実な成果をあげるため、知事渡航（トップセールス）を軸に、事前調査、フォローアップの三段階で継続して事業を実施する。また県と友好関係にある海外の国や自治体とも協力する等、これまでの事業を通じて築き上げてきた幅広いネットワークも十分に活用しながら効果的な事業の推進を図る。
（参考）
　飛騨・美濃じまん海外戦略プロジェクトの一環として実施したトップセールスの実績は以下のとおり。いずれも民間事業者等と連携して活動を展開してきた。
平成２１年　９月：シンガポール（副知事）
　　平成２１年１１月：香港・タイ（知事）
　　平成２２年　８月：シンガポール・マレーシア（知事）
　　平成２２年１０月：上海（知事）

　　平成２４年　２月：シンガポール・タイ（知事）
	２　所要経費


（1） 知事渡航　　　　　　　　 8,765千円

（2） 事前調査　　　　　　　　 1,621千円

（3） フォローアップ　　　　　 2,114千円
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度

予算額
	12,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,500

	要求額
	12,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,500

	決定額
	12,500
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,500


事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
経済成長の著しい国をターゲットに、岐阜県の魅力、観光・食・モノを『岐阜県ブランド』として一体的にＰＲし、岐阜県産品の市場開拓・販路拡大を図るとともに、民間ビジネスに繋がるプロモーション事業を実施することにより、地域経済の活性化を促す。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	外国人宿泊客数

（延べ人数）
	－
（H20）
	－
（H21）
	－
（H22）
	13.4万人
（H23）
	28.0万人
（H29）
	47.9％


	
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	（H　）
	％



※平成23年度から集計方法を変更したため、それ以前の結果とは比較不可能

○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成24年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）
平成２４年度は、知事の第３回日仏自治体交流会議への出席に伴う渡仏に時期を合わせ、有名ショップや見本市主催関係者等を訪問する等により岐阜県のＰＲを行った。
また年度終盤にはシンガポール、インドネシアにおけるＰＲ事業を予定している。


（平成24年度の成果）

	・平成24年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果
　　今年度については、８月の知事渡仏時における面談をきっかけに、フランスのバイヤーが、岐阜県の観光・食・モノの商材発掘等を目的に本県を訪問した。
　　また、今回の訪問時において知事が面談した有名セレクトショップや欧州最大規模の見本市主催事務局等も、時期は未定としながら、本県への訪問（商材発掘、商談等）を希望しており、今後、欧州における岐阜県産品の販路開拓等、岐阜県ＰＲの展開が期待できる。

さらに、過去に実施してきた事業を通じて海外で販売された岐阜県産品（酒、木工、紙等）について、事業実施後も販売（取引）が継続しており、その企業数や取扱アイテム数も徐々にではあるが増えている。

また、過去に実施してきた事業に参加した企業の中には、同事業を通じて得たノウハウと人脈を生かし、同国、或いは、他国において独自の販路開拓事業を継続し、販売契約に繋げている企業も出てきている。


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）
○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

○

	国内市場が縮小している中、岐阜県産品の販路拡大や誘客により地域経済の活性化を促すため、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○　　

	農産物輸出、県産品の販路拡大に繋っていることから、事業効果が得られているといえる。

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○

	各課（地域産業課、観光課、農産物流通課等）における事業の開催時期を調整し、同時期に実施することにより、より高いＰＲ効果と経費の節減を図った。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
岐阜県ブランドを定着させるためには、同地域（国）において継続した事業展開が重要であるが、各国事情や市場動向等に合わせながらターゲットを増やす、或いは、変えながら実施する必要がある。実績のない地域において事業を実施するため、今後は各国（地域）におけるネットワークを強化しながら、新たな繋がりを構築していく必要がある。


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか
これまでの事業に対しては、参加した観光、農産物、地場産品等各分野の民間及び市町村関係者からも高い評価を受けており、商談会の開催や観光・食・モノを一体化したプロモーションの継続的な実施を望む声がある。

地域経済の活性化を促すための民間ビジネスに繋がるプロモーションを積極的に展開することが求められており、海外市場へのＰＲ事業の必要性は高いことから、各国の経済事情、市場動向等を捉えながらターゲット国（地域）を選定し、引き続き事業を継続する。


